
人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 3,536,241 54,864 66,470 ▲ 17.5
賃金（物件費） 323,472 5,019 4,441 13.0
一部事務組合負担金（補助費等） 563,355 8,740 5,572 56.9
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 12,432 193 1,066 ▲ 81.9
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 147,005 2,281 2,362 ▲ 3.4
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 83,204 1,291 1,576 ▲ 18.1
▲退職金 ▲ 255,980 ▲ 3,971 ▲ 6,966 ▲ 43.0
合計 4,409,729 68,416 74,521 ▲ 8.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 5.97 7.20 ▲ 1.23
ラスパイレス指数 95.8 96.9 ▲ 1.1

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

1,469,014 22,791 33,233 ▲ 31.4

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 26 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 563,137 8,737 14,068 ▲ 37.9
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

106,367 1,650 3,395 ▲ 51.4

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 1,020 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 2 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,084,212 ▲ 16,821 ▲ 27,362 ▲ 38.5

合計 1,054,306 16,357 24,382 ▲ 32.9

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 愛知県 知立市

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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